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兵庫県医療勤務環境改善支援センター（ H27.4～）

・平成27年４月に県医務課に「医療勤務環境改善支援センター」を設置し、医
療機関の勤務環境改善のための自主的な取り組みを支援

【主な活動内容】
・県内医療機関の相談支援、アドバイザー派遣による個別支援、情報提供、
研修会開催

〇 医業経営アドバイザー
県が「（公社）日本医業経営コンサルタント協会」に委託して設置

→ 医業経営アドバイザー：眞鍋 一アドバイザー
・主な資格：認定登録医業経営コンサルタント
・支援内容：勤務環境改善の取組全般、勤務環境改善計画（医師

労働時間短縮計画含む）作成・実施支援、医業経営
相談など

運営について
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兵庫県医療勤務環境改善支援センター（ H27.4～）

〇 医療労務管理アドバイザー
医療労務管理アドバイザーは兵庫労働局が「（一社）兵庫労働基準
連合会」に委託して設置
→ アドバイザー（社労士・労働局OB）11名で活動

・支援内容：医師の時間外労働の管理、宿日直許可申請、評価セン
ターへの評価受審、時短計画作成・実施支援、36協定締結、立入検
査実施後の支援 など

※ 両アドバイザーの相談にかかる費用は無料ですのでお気軽にご
相談ください。

※ 医療労務管理アドバイザーは、訪問支援を積極的に実施してい
ます。訪問の打診があった場合は、受け入れにご協力をお願いします。
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兵庫県医療勤務環境改善支援センター（ H27.4～）

〇 医療機関向け研修会の実施（年２回）

・ 医療労務管理セミナー（R6.7.24、8.1）
※兵庫労働基準連合会（兵庫労働局委託事業）
内容：医師の時間外労働の上限規制、宿日直許可の適正な

運用、医師の研鑽、面接指導 など

・ 医療勤務環境改善セミナー（R7.1.31→今回実施分）
※日本医業経営コンサルタント協会（県委託事業）
内容：勤改センター紹介、医師の働き方改革新制度、支援事

例紹介、各種ハラスメント対策
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兵庫県医療勤務環境改善支援センター（ H27.4～）

〇 県医務課から メ ールによる情報発信
・ 各種調査で把握したメ ールアド レス宛に、 厚生労働省の
通知や県医務課からの案内、 情報提供などを送付

・ 「 メ ールが届いていない」 、 「 違う メ ールアド レスに送付
してほしい」 などがあり ましたら 、 県医務課までお知らせ
く ださい。

・ 年度当初の担当者変更に伴う メ ールアド レス変更にご協力
く ださい。
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兵庫県医療勤務環境改善支援センター（ H27.4～）

〇 勤改センターホームページ
「 兵庫県 勤改センター」 で検索可能
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その他役に立つ国のHP（ 参考）
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・ 令和６ 年４ 月～施行された「 医師の働き方改革」 の新
制度の支援

〇特例水準（ B、 連携B、 C-1、 C-2水準） の指定申請を

行う 医療機関を支援

〇医師労働時間短縮計画に基づく 取組の実施支援

〇医療法に基づく 立入検査後の支援

（ 追加的健康確保措置）

アド バイザーを派遣しますので、 お気軽にご相談く ださい。 8

医師の働き方改革新制度





① ② ③ ④ ⑤

特例水準指定申請



特例水準指定申請

〇特例水準（B、連携B、C-1、C-2水準）の指定申請を考えられている
医療機関のみなさまは、評価センター受審申込前に県医務課にご
連絡ください。

〇評価センターでは、結果を通知するまで、最低、４か月が見込まれ
ていること、その後、県医療審議会等の意見聴取がありますので、
十分に余裕を持ったスケジュールで受審申込等を行ってください。

〇県から指定されるまで、時間外・休日労働時間が年960時間を超え
ることはできません。（遡ることもできません。）

〇A水準（時間外・休日労働時間が年960時間以下）の場合、指定申
請は不要です。
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医師労働時間短縮計画

〇令和６ 年11月に「 医師労働時間短縮計画作成ガイド ラ イン」 の一
部改正が行われています。 （ 一部改正内容は、 すでにメ ールで通
知済みですが、 先程紹介した県HP、 国HPでご覧いただけます。 ）

〇計画的に労働時間短縮に向けた取組が進められるよ う 、 医師労働
時間短縮計画は、 Ｐ ＤＣ Ａサイク ルの中で、 毎年、 自己評価や見
直しの検討を行う 必要があり ます。
【 医師労働時間短縮計画を策定している主な医療機関】
・ 特定労務管理対象機関（ B、 連携B、 C-1、 C-2水準）
・ 地域医療勤務環境改善体制整備事業補助金の交付を受ける医療

機関
・ 診療報酬における地域医療体制確保加算を算定する医療機関

〇見直しを行った医師労働時間短縮計画等は、 県に提出する必要が
あり ます。 （ スケジュール等は関係医療機関に通知済み）
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立入検査



○事業内容

医療法等改正法の本格施行(R6.4～)によって、 医師の働き方改革の取組みを強力に支援。

県

対象病院：
①特定労務管理対象機関（ B水準等）
②三次救急、 大規模な二次救急医療機関
③産科を有する医療機関
(62病院)

③派遣

①派遣先病院募集

②課題に対応したチームを編成

・ 医業経営アド バイザー
・ 医療労務管理アド バイザー
・ 病院幹部経験者

〈 派遣チーム〉

※対象病院の考え方
｢B水準｣(1,860時間)の要件と な
る診療機能を有しており ､長
時間労働と なる可能性がある
病院。

＜実施イメ ージ＞(医師の働き方改革支援チーム派遣)

医師の働き方改革支援チーム派遣



ご清聴あり がと う ございました


